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公益事業分野における相互参入について 

 

 

はじめに 

 

 電力，ガス，電気通信事業では，それぞれの分野における自由化の進展に伴って，

事業者の新規参入が進展しており，それに加えて，電力と電気通信，電力とガス等の

公益事業者間の相互参入が進展し，複数の事業分野にまたがる事業活動が展開されて

いるところである。 

 電力，ガス事業においては，依然として独占分野が存在することに加え，自由化分

野においても既存事業者が引き続き高いシェアを有している。また，電気通信事業分

野については，引き続き東日本電信電話㈱（以下「ＮＴＴ東日本」という。）及び西

日本電信電話㈱（以下「ＮＴＴ西日本」という。）が大きなシェアを有している。 

新規参入が容易に進展しない要因を考えた場合，ネットワーク関連以外では，公益

事業分野の既存事業者は，独占が認められていたために圧倒的に大きな経営規模，営

業資源を有しているということが挙げられる。 

したがって，これらの事業分野における競争を促進するためには，①他の事業分野

に参入するに当たって設備面（ＬＮＧ基地，光ファイバ網等）で他の新規参入者と比

較して優位性があり，②経営規模の大きい，他の公益事業分野の既存事業者の参入が

促進されることは望ましいと考えられる。 

しかしながら，これらの公益事業分野の自由化の進展度合いは様々で市場の競争実

態も異なり，相互参入に伴って競争上の弊害が生じる可能性があることから，独占禁

止法上の考え方を明らかにする必要がある。 

なお，規制改革・民間開放推進３か年計画（平成１６年３月１９日 閣議決定）に

おいても，複数の公益事業分野における公正競争ルールの整備を行うことが課題とさ

れている。 
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第１ 公益事業分野における規制改革に伴う自由化の進展と相互参入 

 １ 公益事業分野における独占禁止法上の取扱い 

（１）これまでの公益事業分野における規制 

  ここでの公益事業分野とは，実際に相互参入が行われているという観点から，

電気，ガス，電気通信事業分野に絞ることとし，これらの分野についてのこれま

での独占禁止法上の取扱いについて概観する。 

（注） 現時点で相互参入が生じているのは，電気事業者のガス事業分野及び電

気通信事業分野への参入，ガス事業者の電気事業分野への参入並びに電気

通信事業者の電気事業分野への参入であり，電気事業者の他分野への参入

が中心となっている。 

規制改革以前においては，電気事業では，発送電一貫体制で供給区域内で独占

的な供給を行うことができる一方，料金は当時の電気事業法による認可制に，ガ

ス事業でも，不特定多数の需要家に対し導管を通じて供給する都市ガス事業は，

供給区域内で独占的な供給を行うことができる一方，料金は当時のガス事業法に

よる認可制となっていた。また，電気通信事業においては，日本電信電話公社に

よる独占体制になっており，料金は公衆電気通信法に定められていた。 

ところが，電気，ガス事業においては，１９９０年代ころから，料金の内外価

格差，事業の高コスト構造などに対して各方面から強い批判が行われるようにな

り，通商産業省（当時）においてもこれらの状況を踏まえ，電気及びガス事業の

制度改革を行い，平成７年に，改正電気事業法及び改正ガス事業法が施行され，

自由化が進められることとなった。 

電気通信事業については，昭和６０年に，法律に基づき電気通信事業を独占し

ていた日本電信電話公社が民営化され，日本電信電話㈱（以下「ＮＴＴ」という。）

となるとともに，新規参入を認めるなどの大幅な規制改革が行われた。その後，

ＮＴＴについては，更に電気通信事業分野の競争を促進する等の観点から，平成

１１年に，持株会社としてのＮＴＴの下に，地域通信を担当するＮＴＴ東日本と

ＮＴＴ西日本及び長距離通信を担当するＮＴＴコミュニケーションズ㈱に分割

された。 

 

（２）現在の公益事業分野と独占禁止法の適用 

自然独占とされていた公益事業分野については，かつては独占禁止法旧第２１

条において「この法律の規定は，鉄道事業，電気事業，瓦斯事業その他その性質

上当然に独占となる事業を営む者の行う生産，販売又は供給に関する行為であっ

てその事業に固有のものについては，これを適用しない。」と規定されていた。

前記のような公益事業分野の規制改革の動きを受けて，公正取引委員会において

も，平成１２年に，自然独占について定める独占禁止法旧第２１条は，電気，ガ
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ス事業等の固有の事業については，その事業の性質から当然に独占が伴うものと

して設けられたものと考えられるが，その後の技術革新や規制改革の推進等を踏

まえた制度改革によって，こうした分野においても競争が現実に行われるように

なりつつあり，競争がないことを前提としてきた同条の規定は不適切となってい

るとの考え方を受けて，その削除を内容とする独占禁止法の改正を行った。 

このように，自由化が進められ競争が導入された公益事業分野においては，自

由化後においても，従来独占的な地位を与えられていた既存事業者が独占力を持

った事業者として存在しているところ，これらの事業分野における競争制限行為

の未然防止や公正かつ自由な競争を促進する観点から，公正取引委員会では，平

成１１年１２月に電気事業について，平成１２年３月にガス事業についてそれぞ

れ通商産業省（当時）と共同して，また，電気通信事業については平成１３年１

１月に総務省と共同して，それぞれ具体的にどのような行為が独占禁止法上ある

いは事業法上問題となるかを示した指針を作成し，その後，必要に応じて改定を

行うことにより，事業者に対して何が違反行為であるかの事前の予測可能性を高

め，コンプライアンスの向上を求めてきている。 

しかしながら，これまで相互参入という観点からの独占禁止法の検討は必ずし

も十分に行われていないことから，今般，各事業分野の競争状況を把握した上で，

相互参入における独占禁止法上の課題について検討を行うこととした。 

  

 ２ 電気事業分野におけるこれまでの自由化の流れ 

（１）電気事業分野の特徴と参入規制の緩和 

電気事業については，典型的な公益事業として，事業法により一定区域での供

給の独占的地位を認めるとともに，その弊害を防止するため，電力会社に供給義

務を課し，料金規制その他の事業規制を行う必要があると考えられてきた。 

しかしながら，１９９０年代ころから電気事業を取り巻く環境変化を踏まえ，

電気事業の問題点として，供給区域内で事実上独占的地位が認められていること

から効率化インセンティブが十分機能していないおそれがあり，内外価格差の存

在はその端的な現われではないかとの指摘がなされるようになり，参入規制の緩

和や競争条件の整備により，競争を導入した方がより効率的になるのではないか

と考えられるようになった。 

このような流れを受け，平成７年に電気事業法の改正により，①卸電気事業に

係る参入許可の原則撤廃などの発電部門への新規参入の拡大，②電力会社以外の

自前の発電設備と送配電設備を持つ事業者が，特定地域の電力需要家に直接電気

を売ることができる制度の導入（特定電気事業）などが行われた。 

その後，平成１１年の電気事業法の改正で，電力小売について，特別高圧需要

家（特別高圧電線路から受電し，契約電力が原則２，０００ｋＷ以上の需要家）
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に対して，電力会社以外の供給者による電気の供給を可能とする特定規模電気事

業制度が導入され，電力会社の販売電力量の約２６％が自由化された。この制度

改革を受けて，実際に平成１２年８月に電気の小売分野に新規事業者の参入が行

われた。 

また，平成１６年４月から，電力小売の自由化範囲が，特別高圧又は高圧電線

路から受電し，契約電力が原則として５００ｋＷ以上の需要家への供給にまで拡

大され，電力会社の販売電力量の約４０％が自由化された。自由化範囲は，平成

１７年４月から，特別高圧又は高圧電線路から受電し，契約電力が原則として５

０ｋＷ以上の需要家への供給まで拡大されることとなっている。平成１５年度で

は９事業者が特定規模電気事業者（以下「ＰＰＳ」という。）として実際に供給

を行っており，平成１６年１１月現在，１６事業者がＰＰＳとして届出を行って

いる。 

 

（２）兼業規制の撤廃 

平成１１年の電気事業法改正により，許可制となっていた電力会社の兼業規制

が撤廃された。電力会社は，その事業が公益性を有していることから，本業であ

る電気事業の遂行に専念すべきであって，いたずらに他の事業を行い経営の悪化

を招くことになっては，電気の需要者の利益を確保できないとの趣旨から，電力

会社が他の事業を行う場合には許可が必要とされていた。しかしながら，制度改

革などにより電気事業を巡る環境が変化し，経営資源の適切な有効活用を電力会

社の自主的判断に任せた方が，電気事業の健全な発展に資するとの判断から兼業

規制が撤廃されたものである1。 

また，電力会社は，電気事業法第３４条により会計を整理することが義務付け

られており，その具体的な内容は電気事業会計規則に委ねられている。その中で，

電気事業と附帯事業（電気事業以外の事業）について，勘定科目の分類等が定め

られている。 

（注） 平成１５年の電気事業法の改正で，同法第３４条の２に特定規模需要と

それ以外の一般の需要に応ずる電気の供給に係る業務及びそれ以外の業

務について会計を整理することとされた（平成１７年４月施行）。 

兼業規制の廃止を受けて，電力会社本体によるガス事業，電気通信事業への参

入が行われているが，平成１４年に東京電力㈱及び中部電力㈱が電気通信事業に

参入する際には，電気通信事業法に基づき，公正競争確保の観点から電気事業と

電気通信事業の情報遮断や会計整理などの条件を付されている。 

電力会社の出資先については，事業法上の規制はなく，兼業規制廃止以前から

関連会社を通じて電気通信事業等への参入が行われている。 

                            
1 電力構造改革（資源エネルギー庁公益事業部編） 
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（３）ネットワークの利用についての規制 

平成１１年の電気事業法改正により，電力小売の一部自由化と同時に，送配電

ネットワークを保有する電力会社に対して，新規参入者との接続義務と，接続料

金及びその他の供給条件について接続供給約款を定めて経済産業大臣に届け出

る義務が課されている。接続供給料金の算定方法については接続供給約款料金算

定規則において定められている。また，電気事業会計規則において会計を整理す

ることとされている。 

さらに，平成１５年の電気事業法の改正において，①電力会社の有するネット

ワーク部門の公平性・透明性を確保する観点から，ネットワークへのアクセスに

ついて差別的取扱いの禁止，ネットワーク部門で得た情報の目的外利用の禁止等

を規定，②電力会社の供給区域をまたいで送電する際に課金される仕組み（振替

供給料金）の廃止などが行われた。 

 

３ ガス事業分野におけるこれまでの自由化の流れ 

（１）ガス事業分野の特徴と参入規制の緩和 

ガス事業は，ガス事業法による規制が及んでいる一般ガス（都市ガス）事業及

び簡易ガス事業のほか，ガス事業法の規制の及ばない液化石油ガス（ＬＰガス）

販売事業に区分されてきた。このうち，一般ガス事業は，前記のとおり電気事業

と同様に典型的な公益事業として，事業法により供給区域での独占的な供給を行

うことができる一方，料金規制や供給区域内の需要家に対する供給義務が課せら

れていた。 

  しかしながら，天然ガス導入の進展に伴い工業等の需要において都市ガスの需

要が高まる等一般ガス事業の環境が変化する中，一般ガス事業については供給区

域内で事実上独占を認められており効率化インセンティブが十分機能していな

いこと，内外価格差や高コスト構造に加えて内々価格差が存在すること等が指摘

され競争を導入による効率化が求められるようになった。 

  このような流れを踏まえ，平成６年にガス事業法の改正が行われ，①都市ガス

を扱う一般ガス事業者による供給区域外への大口供給（年間契約ガス使用量２０

０万ｍ３以上の大口需要家への供給）及び一般ガス事業者以外の者（大口ガス事

業者）による大口供給（大口ガス事業）を可能とする大口供給制度の導入，②原

則として大口需要家とガス供給者との間の交渉による自由な料金設定を可能と

するなどの制度改革が行われた。これによって，全需要の約３６％が自由化され

た。 

その後，平成１１年の制度改正により大口供給の範囲が年間ガス使用量１００

万ｍ３以上に拡大され，自由化範囲は全需要の約４０％に，さらに，平成１６年
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４月改正時には５０万ｍ３以上にまで拡大され，自由化範囲は全需要の約４４％

まで拡大された。これらの制度改革により，平成８年に新規参入者による供給が

開始され，平成１６年１１月現在１５事業者の新規参入が行われている。 

 

（２）兼業規制の撤廃 

平成１１年のガス事業法改正により，同法第１２条で許可制となっていた一般

ガス事業者の兼業規制が撤廃された。なお，電気事業と違いガス事業においては，

規制撤廃前も，同法第１２条ただし書きにより許可なく行える事業について規定

されており，ガス事業法施行規則において，副産物の販売，ガス器具の販売等が

認められていた。この兼業規制の廃止後，大手都市ガス事業者による電気事業へ

の参入が行われている。 

また，一般ガス事業者にはガス事業法第２６条の２により大口供給，それ以外

の一般の需要に応ずるガスの供給に係る業務及びそれ以外の業務に会計を整理

することが義務付けられており，その具体的な内容はガス事業会計規則に委ねら

れている。 

一般ガス事業者の出資先については，事業法上の規制はなく，大手都市ガス事

業者が関連会社を通じて電気事業に参入している。 

 

（３）ネットワークの利用についての規制 

ガス導管は，ガス供給において必要不可欠な設備であり，その敷設場所に制約

があることから，新規参入者に一般ガス事業者の保有する導管を利用させる，い

わゆる託送が重要であるが，一般ガス事業者以外の大口供給が認められた平成６

年のガス事業法改正においては，一般ガス事業者への託送義務付けは行われず，

大手３社が自主的に託送ルールを公表することとなった。 

その後，平成１１年のガス事業法改正時に指定一般ガス事業者（東京ガス㈱，

大阪ガス㈱，東邦ガス㈱，西部ガス㈱の大手４社）に対して，従来の自主的な取

組ではなく，接続（託送）供給義務を課し，接続供給約款の作成・届出・公表を

義務付けた。 

 さらに，平成１５年のガス事業法改正において，①託送供給義務をすべての一

般ガス事業者に拡大，②一定基準のガス導管を設置しガスを供給する者を新たに

ガス導管事業者として位置付け託送供給を義務付け，③導管ネットワーク部門の

公平性・透明性確保のため，差別的取扱いの禁止等の制度改正が行われた。 

 一方，我が国は国内ガス供給の大半を海外からの液化天然ガス（ＬＮＧ）の輸

入に依存しており，ＬＮＧ基地はガス導管ネットワークの起点となっていること

から，ＬＮＧ基地の第三者による利用を促進することは新規参入の促進やガスの

調達源の多様化に資するものである。しかしながら，ＬＮＧ基地の建設容易性や



 7 

余力の開示方法の困難性の点でガス導管ネットワークとは性格が異なる面があ

るということで，事業法において第三者に利用させることの義務付けは行われず，

ＬＮＧ基地保有者と利用を希望する者との相対交渉により利用を促進すること

とされた。ただし，相対交渉とはいえ，ＬＮＧ基地の第三者利用を促進するため

に，ＬＮＧ基地保有者は交渉の前提や交渉を行うルールを明確にするための要領

等を策定すること等が，平成１６年８月に改定された「適正なガス取引について

の指針」に盛り込まれた。また，ＬＮＧ基地事業者が，ガス事業者からの利用の

申出に対して，他のガス事業者に利用させることが可能な状況において，不当に

これを拒否し又は不当に交渉期間を引き延ばすこと等により事実上利用を拒否

し，当該ガス事業者の事業活動を困難にさせることは独占禁止法上違法となるお

それがある旨盛り込まれている。 

 

４ 電気通信事業分野におけるこれまでの自由化の流れ 

（１）日本電信電話公社の民営化，ＮＴＴの持株会社化及び参入規制 

昭和６０年の電気通信事業制度改革は，電気通信市場の全分野に競争原理を導

入するとともに，日本電信電話公社を民営化する抜本的な制度改革であった。こ

れを受けて，昭和６２年に，第二電電，日本テレコム，日本高速通信の長距離系

３社による市外電話サービスが開始された。 

また，平成１１年には更に電気通信事業分野の競争を促進する観点から，ＮＴ

Ｔは持株会社としてのＮＴＴの下に，地域通信事業を行うＮＴＴ東日本及び西日

本（以下「ＮＴＴ東西」という。）の２社及び長距離通信事業を行うＮＴＴコミ

ュニケーションズ㈱に再編された。 

持株会社としてのＮＴＴ及びＮＴＴ東西については，電気通信事業法以外に，

ＮＴＴ法により，それぞれ業務範囲が限定され，ユニバーサルサービスの確保が

責務とされ，電気通信事業分野以外への進出については認可が必要となっている。 

また，出資先については法律上，規制は設定されていない。現在のところ，Ｎ

ＴＴ東西による他の公益事業分野への参入は行われていないが，ＮＴＴの子会社

である，㈱ＮＴＴファシリティーズが出資している㈱エネットが電気事業に参入

している。 

 

（２）ネットワークの利用についての規制 

平成９年の制度改正において，ネットワーク設備を保有する事業者に接続義務

を課すとともに，一定規模のネットワーク設備を保有する事業者に対して接続約

款の作成・公表義務を課す等の接続ルールを制度化した。 

また，平成１３年には，①市場支配力を有する電気通信事業者の反競争的行為

を防止，除去するための規制の導入，②電気通信設備の接続等に関する電気通信
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事業者間の紛争等の円滑かつ迅速な処理を図るための電気通信事業紛争処理委

員会の設置等を内容とする電気通信事業法の改正が行われた。 

その後，今日のインターネットの急速な展開や，ＦＴＴＨ（注）等の既存のＮ

ＴＴの回線網に依存しないネットワークが構築されてきたこと等の電気通信事

業の市場構造の変化を踏まえて，平成１５年の電気通信事業法改正では，①電気

通信設備の有無に着目した事業区分の廃止，②参入規制は許可制を廃止して，登

録制・届出制へ移行，③サービスの提供に係る規制について，料金・契約約款の

作成義務を原則廃止等の制度改正が行われた。 

（注） ＦＴＴＨ（Fiber to the home）とは，光ファイバケーブルを直接加入

者宅に引き込み，加入者に高速なデータ伝送を提供するもの（集合住宅の

共用部分まで光ファイバを引き込み，各家庭までは既存の電話回線を利用

するものを含む。） 

 

 ５ ３分野の制度改正の比較 

上記のように，電気，ガス，電気通信事業分野における制度改正については，自

由化の進展度合い及び内容に違いがみられ，それらをまとめると以下のとおりであ

る。 

（１）参入規制 

参入規制緩和の推移については，電気通信事業分野は昭和６０年に参入が自由

化され，ガス事業分野については平成７年に一部の大口需要家向けの供給への参

入が自由化され，電気事業分野については平成１２年に特定規模需要家向けの供

給の一部が自由化された。また，電気通信事業分野においては，完全に参入が自

由化されているが，電気及びガス事業分野においては，自由化範囲の拡大は段階

的に行われているものの，現在も非自由化分野が残されているなど，これら３分

野における参入の自由化については，その進展のスピードに違いがみられる。 

 

（２）兼業規制 

 現在，電気，ガス事業分野においては，兼業規制はなく，本体業務とその他業

務との会計分離についてそれぞれの事業法で規定されている。また，出資先につ

いての制限もない。 

 一方，電気通信事業分野においては，ＮＴＴ法において，ＮＴＴについてはＮ

ＴＴ東西の株式の引受け及び保有等，ＮＴＴ東西についてはそれぞれ定められた

区域における地域電気通信業務等，それぞれ業務範囲が定められており，それ以

外の業務を行う場合には総務大臣の認可を受ける必要があるが，出資先について

の制限はない。 
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（３）ネットワーク利用についての規制 

ネットワークを保有する事業者に対する規制は，電気及びガス事業分野ともに

ネットワーク保有事業者に対して接続義務と託送供給約款の届出義務及び会計

分離が課されている。電気通信事業分野においては，ネットワーク保有事業者に

対して接続義務が課されるとともに，そのうちＮＴＴ東西に対して接続約款の認

可，㈱ＮＴＴドコモに対しては届出義務が課されており，また，ＮＴＴ東西には

ネットワーク接続に関して会計分離が課されている。 

また，電気及びガス事業分野においては，これら事業者はネットワーク利用に

おける差別的取扱い及び情報の目的外利用が禁止されている。電気通信事業分野

においても，ＮＴＴ東西と㈱ＮＴＴドコモに対してネットワーク利用における差

別的取扱いの禁止及び情報の目的外利用の禁止等の行為規制が課されている。 

なお，電気通信事業分野においては，接続等に関する事業者間の紛争を処理す

るため電気通信事業紛争処理委員会が設置されているが，電気及びガス事業分野

においては，これに相当するような紛争処理機関は設置されていない。 

 

６ 自由化された分野における独占禁止法違反事例 

 公正取引委員会では，このような電気，ガス，電気通信事業分野における累次の

制度改正を踏まえ，これらの分野における公正かつ自由な競争の促進を図る観点か

ら，平成１３年４月に「ＩＴ・公益事業タスクフォース」を設置した。これにより，

違反行為に対する監視を強化し，既存事業者による新規事業者の参入阻害行為など

の独占禁止法違反が認められた場合には厳正に対処することとしている。 

これまで上記分野について，勧告及び警告が行われているのは，電気事業分野１

件，電気通信事業分野４件でそれらの概要は以下のとおりである。 

電気事業分野における事例としては，平成１４年６月に，北海道電力㈱に対して，

電力供給事業において新規参入者を排除するおそれがある長期契約を締結する2な

どした行為が私的独占に当たるおそれがあるとして警告を行った。 

電気通信事業分野における事例としては，平成１２年１２月に，ＮＴＴ東日本が，

相互接続協定を締結して加入者回線への接続を希望するＤＳＬ事業者に対して，Ｄ

ＳＬサービスへの新規参入を阻害し，ＤＳＬ事業者の円滑な事業活動を困難にさせ，

ＤＳＬ事業者の競争上の地位を著しく不利にしていた疑いがあり，独占禁止法第３

条に定める私的独占の禁止に違反するおそれがあるとして，今後，同様の行為を行

わないよう警告を行った。 

 また，平成１３年１２月には，ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本が，ＡＤＳＬサー

                            
2 途中解約した場合に違約金の支払いを義務付ける契約で，事業撤退による契約解消の

場合は対象外とし，新規参入者に契約先を切り替えた場合には支払いを求めることとし

ていた疑い。 
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ビスの提供に際し，保安器の取替工事及びメタルケーブルへの収容替工事について，

自社のユーザーに係るものについては無料で行っていたにもかかわらず，競争事業

者のユーザーに係るものについては有料で行っていた疑いがあり，独占禁止法に定

める不公正な取引方法（不当な顧客誘引又は取引妨害に該当）の禁止に違反するお

それがあるとして，今後，同様の行為を行わないよう警告を行った。 

 平成１５年１２月に，ＮＴＴ東日本が，自社が販売するＦＴＴＨサービスの提供

について，他の電気通信事業者の新規参入を妨害することにより，戸建て住宅向け

ＦＴＴＨサービス市場の競争を制限していた行為が，独占禁止法第３条に定める私

的独占の禁止に違反するものとして勧告を行ったが，これについては，応諾されな

かったことから，現在，審判が行われている。その際，併せて，ＮＴＴ東日本に対

して，他の電気通信事業者から申込みを受けたＡＤＳＬ等の開通工事の際に，工事

施工会社をして，他の電気通信事業者とその契約者の取引を不当に妨害している疑

いがあり，今後，同様の行為を行わないよう警告を行った。 
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（図表１－１）制度改正の流れ 

主な改正事項 

電気事業 ガス事業 電気通信事業 

 

 

 

平成７年１２月 

○卸電気事業について，一定の規

模を除いて許可制の廃止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１２年３月 

○特定規模電気事業創設による小

売部分自由化（届出） 

○小売自由化に伴う接続供給ルー

ルの整備（一般電気事業者に接

続供給義務） 

○兼業規制の撤廃 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１７年４月 

○接続に関する禁止行為の導入 

 

 

 

平成７年３月 

○大口供給制度の創設による小売

部分自由化（許可） 

 

 

 

 

 

平成１１年１１月 

○小売自由化に伴う接続供給ルー

ルの整備（指定一般ガス事業者

に接続義務） 

○兼業規制の撤廃 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１６年４月 

○託送ルールの整備（すべての一

般ガス事業者及びガス導管事業

者に託送供給義務，接続に関す

る禁止行為の導入） 

○大口供給の許可制を届出制に緩

和 

昭和６０年４月 

○電気通信事業の参入自由化（第

一種許可，第二種届出） 

○ＮＴＴ設立 

 

平成９年１１月 

○市場支配的な事業者に対する接

続ルールの導入（非対称規制の

導入） 

○第一種電気通信設備の需給調整

条項の廃止 

平成１１年７月 

○ＮＴＴの再編（東西地域会社と

長距離会社） 

 

 

 

 

 

 

 

平成１３年１１月 

○市場支配的な事業者に対して接

続に関する禁止行為の導入（非

対称規制の整備） 

平成１６年４月 

○第一種・第二種の事業区分の廃

止と参入規制の緩和（登録（回

線を設置するもの），届出（小規

模の回線を設置するもの）） 
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（図表１－２）現行のネットワーク規制 

 
電気事業法 ガス事業法 

電気通信事業法 

固定電話 携帯電話 

接続対

象とな

る設備 

○一般電気事業者が維持・運用する

電線路。 

（注）ＰＰＳは届出により，自らが

維持・運用する電線路により

特定規模電気事業を営むこと

ができる。（一般電気事業者の

供給区域内の電気の使用者の

利益を著しく阻害する場合に

は届出に対する変更命令又は

中止命令が発動される。） 

○一般ガス事業者及びガス導管事業

者の導管。 

 

○各都道府県における加入者回線数の

シェアが５０％以上である電気通信

事業者が設置する伝送路設備及び交

換設備等。 

○各都道府県における加入者回線数の

シェアが２５％以上である電気通信

事業者が設置する伝送路設備及び交

換設備等。 

接続主

体 

一般電気事業者 一般ガス事業者，ガス導管事業者 ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本 ㈱ＮＴＴドコモ 

接続設

備の利

用者の

義務 

○電気の需要に合わせて発電を行わ

なければならない（同時同量の義

務）。 

 

 

 

 

○ガスの需要に合わせて供給を行わ

なければならない（同時同量の義

務）。 

 

 

12 
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電気事業法 ガス事業法 

電気通信事業法 

固定 携帯 

接続義

務の方

法等 

○接続供給約款の届出 

・料金については接続供給約款料

金算定規則により算定方法が決

められている。 

・問題があれば変更命令が発動さ

れる。 

○託送供給約款の届出 

・料金についてはガス事業託送供

給約款料金算定規則により算定

方法が決められている。 

・問題があれば変更命令が発動さ

れる。 

○接続約款の認可 

・接続約款の認可にあたっては情報

通信審議会に諮問されることにな

っている。 

 

○接続約款の届出 

 

接続に

関する

禁止行

為等 

○情報の目的外利用の禁止 

○差別的取扱いの禁止 

（注）禁止行為が行われた場合，当

該行為の停止又は変更命令が発動

され，命令に違反したものには罰

則が科せられる。 

○情報の目的外利用の禁止 

○差別的取扱いの禁止 

（注）禁止行為が行われた場合，当

該行為の停止又は変更命令が発動

され，命令に違反したものには罰

則が科せられる。 

○情報の目的外利用の禁止（ＮＴＴ東西，㈱ＮＴＴドコモ） 

○特定の電気通信事業者に対する不当に優先的な取扱い及び不当に不利な取扱

い等の禁止（ＮＴＴ東西，㈱ＮＴＴドコモ） 

○他の電気通信事業者，電気通信設備の製造販売業者の業務に対する不当な規律

及び干渉の禁止（ＮＴＴ東西，㈱ＮＴＴドコモ） 

○他の電気通信事業者に対する設備情報の提供に関して，特定電気通信事業者に

比して不利な取扱いの禁止（ＮＴＴ東西） 

○他の電気通信事業者からの販売受託条件に関して，特定電気通信事業者に比し

て不利な取扱いの禁止（ＮＴＴ東西） 

 （注）禁止行為が行われた場合，当該行為の停止又は変更命令が発動され，命

令に違反したものには罰則が科せられる。 
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（図表１－３）兼業規制と会計分離 

 

 

 

 

 電力会社 ガス会社  ＮＴＴ 

兼

業

規

制 

・兼業規制なし 

・出資は自由 

・電力会社が本体で電気通信事業に参入するにあた

っては，条件が付されている（注１）。 

・兼業規制なし 

・出資は自由 

持

株

会

社

規

制 

・ＮＴＴ法第２条第１項に掲げる業務以外の

業務を行うには総務大臣の認可を受けな

ければならない（注２）。 

・出資は自由 

会

計

分

離 

・「特定規模需要に応ずる電気の供給に係る業務（自

由化分野）」，「一般の需要に応ずる電気の供給に

係る業務（非自由化分野）」，「それ以外の業務（電

気以外の事業）」に区分した会計整理 

・託送供給の業務その他の変電，送電及び配電に係

る業務に関する会計の整理 

・「大口供給に係る業務（自由化分野）」，「一般の需

要に応ずるガスの供給に係る業務（非自由化分

野）」，それ以外の業務（ガス事業以外の業務）」

に区分した会計整理 

・託送供給の業務及びこれに関連する業務に関する

会計の整理 

地

域

会

社

規

制 

・地域電気通信業務及びこれに附帯する業務

以外の業務を行うには総務大臣の認可を

受けなければならない。 

・出資は自由 

・指定電気通信設備との接続等に関する会計

整理 

（注１）電力会社が本体で電気通信事業に参入する際付された条件 

①電柱等の公平利用 

②電柱等貸与部門の情報の他部門への提供禁止 

③電気事業の営業基盤の排他的活用の禁止 

④電柱等の貸与の状況の公表 

⑤電気事業部門と電気通信事業部門の組織等の分離 

⑥電気事業部門と電気通信事業部門の会計整理 

（注２）ＮＴＴ法（抜粋） 

（事業） 

第二条 会社は，その目的を達成するため，次の業務を営むものとする。 

一 地域会社が発行する株式の引受け及び保有並びに当該株式の株主とし

ての権利の行使をすること。 

二 地域会社に対し，必要な助言，あつせんその他の援助を行うこと。 

三 電気通信の基盤となる電気通信技術に関する研究を行うこと。 

四 前三号の業務に附帯する業務 
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第２ 公益事業分野における相互参入等の実態について 

 １ 電気事業分野 

（１）電気市場の実態 

   ア 電気市場の概要 

  電気市場においては，平成１２年３月に契約電力２，０００ｋＷ以上の特別

高圧需要への電気供給に電力会社以外の参入が自由化された。その後，平成１

６年４月からは，契約電力５００ｋＷ以上の高圧需要まで自由化範囲が拡大さ

れ，平成１７年４月からは，契約電力５０ｋＷ以上の高圧需要まで拡大される

ことになっている（図表２－１－１）。 

  平成１５年度の自由化対象範囲である特定規模需要の販売電力量実績は，約

２１９１億ｋＷｈで，総販売電力量約８３８３億ｋＷｈの２６．１％となって

いる。 

 

   イ 参入の実態 

   （ア）参入事業者 

   電気市場へのＰＰＳの参入時期を届出時の事業開始予定時期でみると，平

成１２年８月を初めに平成１２年度２社，平成１３年度４社，平成１４年度

２社，平成１５年度１社となっており，平成１６年７月時点で供給を行って

いるのは１０事業者となっている（図表２－１－２）。なお，平成１６年１

１月８日時点でＰＰＳの届出を行っているのは１６事業者となっている。 

ＰＰＳを出資会社や本業の業種別でみると，㈱エネット（㈱ＮＴＴファシ

リティーズ，東京ガス㈱，大阪ガス㈱出資），大阪ガス㈱や新日本石油㈱な

どのガス・石油といった他のエネルギー事業分野からの参入，ダイヤモンド

パワー㈱（三菱商事㈱子会社），丸紅㈱，サミットエナジー㈱（住友商事㈱

子会社），㈱ジーティーエフ研究所（三井物産㈱出資）などの商社系の参入，

新日本製鐵㈱，大王製紙㈱などの自家発電設備を保有する製造業等からの参

入が行われている（図表２－１－３）。 

 

   （イ）販売電力量シェア 

平成１５年度におけるＰＰＳの総販売電力量は，約４０億ｋＷｈで自由化

された特定規模需要におけるその販売電力量シェアは１．８％（前年度は０．

７％）と低く，引き続き電力会社が圧倒的なシェアを有している（図表２－

１－４）。 

ＰＰＳの中での販売電力量は，平成１５年度においては，㈱エネットが約

４５％，ダイヤモンドパワー㈱が約２４％と他のＰＰＳに比べて突出してお

り，ＰＰＳ事業者間でも格差がある（図表２－１－５）。 



 16 

（２）参入に当たって問題となる事項 

   ア 電力会社への依存関係 

  ＰＰＳは，需要家に電気を供給するに当たり，自社が調達した発電設備を電

力会社の送配電ネットワークに連系し需要家に供給する必要があり，それに伴

って以下のような点で電力会社に依存することになる。 

（ア）しわとり及び事故時バックアップ 

  ＰＰＳは，送配電ネットワーク運用の安定のため，需要家の電気の使用量

に合わせて発電を行う（同時同量）義務があり，そのため電力会社から３％

以内の同時同量未達分の供給（以下「しわとりバックアップ」という。）を，

また，発電設備の事故時の供給（以下「事故時バックアップ」という。）を

受ける必要がある。これらについては，新規参入に当たって不可避的に発生

するものであり，送配電ネットワークを運用している電力会社以外にこのよ

うなバックアップを行うことができない状況にある。その料金及び供給条件

については電気事業法上，託送に付随するものとして接続供給約款で定め経

済産業大臣に届け出ることになっており，その算定方法は接続供給約款料金

算定規則により定められている。 

（注１） しわとりバックアップとは，ＰＰＳの発電量が需要家の需要量を

下回る場合に，電力会社が３０分の間に３％以内の不足分の電気の

供給を行うことをいい，また，事故時バックアップとは，ＰＰＳ側

の発電設備の事故による電気の不足分を電力会社がＰＰＳに供給

することをいう。 

（注２） 上記の記述は平成１７年２月現在の制度に基づいており，平成１

７年４月以降はバックアップに関する制度は変更されることとな

っている。 

（イ）アンシラリーサービス 

  電力会社の送配電ネットワークの安定のために，ＰＰＳは発電設備を送配

電ネットワークに接続した場合に周波数安定等の電気品質を維持するサー

ビス（アンシラリーサービス）を電力会社から受けることになる。アンシラ

リーサービス料金については，託送に付随するサービスとして，そのコスト

はＰＰＳが電力会社に支払う託送料金の中に含まれている。 

（ウ）常時バックアップ 

  ＰＰＳは，上記の託送供給に関連するバックアップのほかに，一般的に需

要家への電気の供給量の一部を継続的に電力会社から卸売（常時バックアッ

プ）を受けて需要家に供給している。現状では，このような卸売に対応でき

るのは十分な供給余力がある電力会社以外に見いだすことは困難な状況に

あり，ＰＰＳは電力会社に依存せざるを得ない状況にある。 
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常時バックアップの料金については，料金規制はないが「適正な電力取引

についての指針」において小売における標準メニューと整合的な料金が設定

されることが望ましいとされている。 

（注） 常時バックアップと同様の機能を有するものとして部分供給（ＰＰ

Ｓと電力会社が，一需要場所に対して同一の引込線を通じて供給する

こと）があるが，現在はほとんど行われていない。 

 

   イ 料金面 

自由化分野におけるＰＰＳのシェアが伸びない理由として，ＰＰＳからのヒ

アリングによると，電力会社の小売料金の累次の値下げによる価格競争激化及

び電力会社の設定する特別高圧用と高圧用の託送料金差と電力会社の小売料

金差の問題が挙げられた。 

自由化分野の平均料金単価の推移をみると，平成１２年４月から６月の料金

は特別高圧産業用で１０．６７円，特別高圧業務用が１７．０８円であったが，

その後料金は低下してきており，平成１６年１月から３月は特別高圧産業用が

９．９８円（６．５％減），特別高圧業務用が１３．６４円（２０．１％減）

となっている。このため，参入したＰＰＳは，当初に比べて低い価格で競争せ

ざるを得ない状況となっている（図表２－１－６，２－１－７）。 

（注） ＰＰＳが参入している分野は，電力会社の料金単価が相対的に高い特

別高圧業務用中心となっている。 

また，平成１６年４月から自由化範囲は５００ｋＷ以上の高圧需要まで拡大

されたが，電力調査統計月報（平成１６年７月）によると，ＰＰＳの月次販売

電力量は６億５２８０万ｋＷｈであるが，そのうちほとんどの６億２４７８万

ｋＷｈが特別高圧需要となっており，高圧需要への参入はほとんど進んでいな

い状況にある。ヒアリングによると，この要因として電力会社の託送料金は，

高圧用が特別高圧用に比べて２円程度高く設定されているが，電力会社の小売

料金は，高圧用と特別高圧用の差が１円程度しかないことからＰＰＳとして利

益の確保が難しいことが挙げられている。3 

（注） ここでの託送料金は，託送料金のうち，しわとりバックアップ及び事

故時バックアップを除いた送電サービス料金のことを指す。現在の１ｋ

Ｗｈ当たりの送電サービス料金の平均は，東京電力㈱の場合，特別高圧

２．６４円，高圧４．９９円，関西電力㈱の場合，特別高圧２．６０円，

高圧５．２１円となっている。 

 

（３）相互参入の状況 

                            
3 第１８回電気事業分科会において，委員から同様の発言がなされている。 
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  前記のとおり，ガス事業分野からは，大阪ガス㈱及び㈱エネット（東京ガス㈱，

大阪ガス㈱，㈱ＮＴＴファシリティーズが出資）が，それぞれＰＰＳとして届出

を行っているが，平成１６年７月時点で実際に需要家に供給しているのは㈱エネ

ットのみである。 

  その他，東京ガス㈱は子会社の㈱東京ガスベイパワーを通じて，大阪ガス㈱に

ついては自社で，それぞれ㈱エネットに電力を卸供給しており，また，広島ガス

㈱は，同社工場内に設置した天然ガスコージェネレーションシステムにより発電

された余剰電力をＰＰＳである新日本製鐵㈱に卸供給している。 
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（図表２－１－１）自由化の範囲拡大の流れ 

時期 自由化対象範囲 対象需要家 

需要家件

数 

（件） 

使用電力

量 

（ｋＷｈ） 

自由化

範囲 

（％） 

平成１２

年３月 

特別高圧 

（契約電力２，０００

ｋＷ以上） 

産業用（大規模工場） 

約０．９万 ２１２２億 約２６ 業務用（デパート，ホテル，オフィ

スビル，病院，大学） 

平成１６

年４月 

高圧 

（契約電力５００ｋＷ

以上） 

産業用（中規模工場） 約２万 ７２５億 

約４０ 

業務用（スーパー，中小ビル） 約２万 ４３０億 

平成１７

年４月 

高圧 

（契約電力５０ｋＷ以

上） 

産業用（小規模工場） 約２７万 ７００億 

約６３ 

業務用（スーパー，中小ビル） 約４３万 １１６２億 

（注）数値は平成１３年度，自由化範囲は販売電力量ベースの累計 

                          経済産業省ＨＰ等より作成 

 

 

（図表２－１－２）ＰＰＳ参入時期（平成１６年７月末時点） 

0

1

2

3

4

5

平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度

 

※平成１６年７月末時点で供給しているＰＰＳの参入時期。 

※「参入時期」は特定規模電気事業者としての届出時の事業開始予定時期とした。 

※なお，平成１６年１１月８日までにＰＰＳの届出を行っているのは１６事業者。 

経済産業省ＨＰ及び電力調査統計月報より作成 

（社） 
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（図表２－１－３）ＰＰＳ一覧（平成１６年１１月８日時点）        

  事業者名 出資者 

1 ダイヤモンドパワー㈱ 三菱商事㈱ 

2 丸紅㈱ ― 

3 イーレックス㈱ 日短キャピタルグループ㈱，上田八木短資㈱，三井物産㈱等 

4 新日本製鐵㈱ ― 

5 ㈱エネット ＮＴＴファシリティーズ㈱，東京ガス㈱，大阪ガス㈱ 

6 サミットエナジー㈱ 住友商事㈱，住友共同電力㈱ 

7 大王製紙㈱ ― 

8 ㈱サニックス（注１） ― 

9 新日本石油㈱ ― 

10 ㈱ジーティーエフ研究所 三井物産㈱，日揮㈱，石川島播磨重工業㈱ 

11 大阪ガス㈱（注２） ― 

12 エネサーブ㈱ ― 

13 ㈱ファーストエスコ（注２） ― 

14 (有)太陽光発電設備（注２） ― 

15 光発電・グリーン電力販売機構（注２） ― 

16 スペクトルパワーデザイン㈱（注２） ― 

ＰＰＳの届出順 

（注１）北海道電力㈱と卸供給契約を締結したことで特定規模需要家への供給を行っていない。 

（注２）平成１６年７月末時点では特定規模需要家への供給を行っていない。 

経済産業省ＨＰ等より作成 
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（図表２－１－４）特定規模需要におけるＰＰＳ販売電力量の推移 

  平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 

国内総販売電力量（百万ｋＷｈ） ８２４，８８２ ８４３，０８９ ８３８，２８６ 

特定規模需要（百万ｋＷｈ） ２１２，１９２ ２１７，３２８ ２１９，１０２ 

ＰＰＳ販売電力量（百万ｋＷｈ） ７８２ １，６１５ ３，９８１ 

特定規模需要に対する 

ＰＰＳ占有率（％） 
０．４ ０．７ １．８ 

電気事業便覧より作成 

 

 

 

 

 

（図表２－１－５）平成１５年度におけるＰＰＳ販売電力量シェア 

 

ダイヤモンドパ
ワー
24.0%

丸紅
2.3%

エネット
44.8% 新日本製鐵

10.1%

イーレックス
5.5%

サミットエナ
ジー
4.1%

新日本石油
1.7%

大王製紙
1.8%

ジーティーエフ
研究所

5.7%

 

         電気事業便覧（平成１６年版）より作成 
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（図表２－１－６） 自由化部門の電気料金の平均単価の推移 

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

H1
2.
4-
6月

H1
2.
7-
9月

H1
2.
10
-1
2月

H1
3.
1-
3月

H1
3.
4-
6月

H1
3.
7-
9月

H1
3.
10
-1
2月

H1
4.
1-
3月

H1
4.
4-
6月

H1
4.
7-
9月

H1
4.
10
-1
2月

H1
5.
1-
3月

H1
5.
4-
7月

H1
5.
7-
9月

H1
5.
10
-1
2月

H1
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規制改革・民間開放推進会議ＨＰより作成 

 

 

（図表２－１－７）電力会社の料金改定の推移（特別高圧（業務用・産業用）） 

東京電力 

 
特別高圧電力Ａ（業務用） 特別高圧電力Ｂ（産業用） 

基本料金

（円） 

電力量料金（円） 基本料金

（円） 

電力量料金（円） 

夏季料金 その他季料金 夏季料金 その他季料金 

H10.2.10 １，５６０ １６．１５ １４．６５  １，６００ １０．００ ９．１０ 

H12.3.21 １，５１０ １５．８０ １４．３０ １，６００ １０．００ ９．１０ 

H12.10.1 １，５１０ １４．４９ １３．１７ １，６００ ９．８８ ８．９８ 

H14.4.1 １，５１０ １１．７５ １０．６８ １，６００ ９．３５ ８．５０ 

H16.10.1 １，５１０ １０．００ ９．０９ １，６００ ８．６６ ７．８７ 

※料金は標準電圧２万Ｖで供給を受ける場合のもの。 

東京電力㈱ＨＰ・各種約款より作成 

円 
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 ２ ガス事業分野 

（１）ガス事業分野の概要 

ア ガス事業について 

  前記のとおり，需要家にガスを供給するガス事業は，規制形態により，一般

ガス事業，大口ガス事業，簡易ガス事業及びＬＰガス販売事業に分けられる。

また，平成１５年のガス事業法改正により大口ガス事業は，自営導管によりガ

スを供給するガス導管事業と，それ以外の大口ガス事業に分けられている。 

  これら事業をガスの原料でみると，いわゆる都市ガス事業である一般ガス事

業は天然ガスが主原料で，簡易ガス事業及びＬＰガス販売事業はＬＰガスが主

原料となっている。 

 

   イ ガスの原料について 

     ガスの原料のうち天然ガスは，その約９６％（平成１４年度）をＬＮＧとし

て輸入しており，そのうち，火力発電の原料として使用する電力会社が約６

９％を，大手一般ガス事業者が約２９％を輸入している（図表２－２－１）。 

天然ガスの供給は，国内需要地の近傍に建設されたＬＮＧ基地を起点として

敷設されたガス導管を通じて行われるのが中心で，ＬＮＧ基地を保有していな

い中小一般ガス事業者は，ＬＮＧ基地を保有している大手一般ガス事業者や国

産天然ガス事業者からガス導管を通じてガスの供給を受けている。また，近年

は，ＬＮＧ基地を保有している電力会社が基地の近傍の一般ガス事業者に供給

を行う動きも出てきている。 

  また，ＬＮＧ基地の保有状況をみると，大手一般ガス事業者のほか，発電所

燃料として大量の天然ガスを必要とする電力会社も保有しており，ＬＮＧ基地

における貯蔵容量（平成１４年１２月）をみると，一般ガス事業者所有が約２

５％，電力会社所有が約２４％，一般ガス事業者と電力会社の共同所有が約３

２％となっており，両者の貯蔵容量は拮抗している状況にある。 

  ＬＰガスについても約７６％（平成１４年度）を輸入しており，残りは国内

で原油が精製されるプロセスで生産されている。ＬＰガスの流通は，元売会社

から卸売業者を通じて小売業者に販売され，その運搬は，タンクローリー等で

卸売業者の充填所に運ばれ，そこからは配送車で需要家に配送されるのが一般

的である。 

 

（２）一般ガス事業の概要 

   ア 市場の概要 

  前記のとおり，一般ガス事業のうち自由化対象需要家への大口供給について



 24 

は，段階的に範囲が拡大され，平成１６年４月からは，年間契約ガス使用量数

量５０万ｍ３以上となっており，平成１５年度の大口供給販売数量は約１２０

億ｍ３で，非自由化分野も含めた総販売量約２６６億ｍ３のうち４５．１％を占

めている（図表２－２－２）。 

 

   イ 参入状況 

  ガスの大口供給を行っているのは，一般ガス事業者と自ら導管を保有するガ

ス導管事業者及びそれ以外の大口ガス事業者であるが，平成１６年１１月１日

時点で一般ガス事業者以外に大口供給を行っているのは１５事業者で５５件

となっており，大口供給全体に占める新規参入者の年間販売量は５．０％（平

成１５年度）となっている。 

  大口供給に新規参入した事業者を出資や本業の業種別にみると，東京電力㈱，

中部電力㈱，関西電力㈱などのＬＮＧ基地を保有し，大量のＬＮＧを輸入して

いる電力会社，石油資源開発㈱及び帝国石油㈱などのガス導管を保有している

国産天然ガス会社のほか，三菱商事㈱，三井物産㈱などの商社，新日本製鐵㈱

の産業系等となっている（図表２－２－３）。 

  大口供給に新規参入した事業者の供給実態をみると，上記５５件のうち，需

要家に対して，一般ガス事業者のガス導管を使って供給しているのは２０件で，

そのほとんどが関西電力㈱によるものであり，その他は，電力会社が保有する

ＬＮＧ基地の周辺に敷設された自営導管を使っての供給や，国産天然ガス会社

が自営導管の周辺に供給する等，託送供給を利用しない供給となっている。 

 

（３）相互参入の状況 

前記のとおり電力会社は，火力発電燃料としてＬＮＧを大量に輸入し，その貯

蔵のためのＬＮＧ基地を保有しており，また，企業規模的にも一般ガス事業者に

比べて大きいことから，ガス事業へ参入しやすいと考えられる。 

しかしながら，大口供給への参入は，関西地区における関西電力㈱を除きさほ

ど進んでおらず，他社のガス導管を使って供給しているのは関西電力㈱のみであ

る。なお，平成１６年１２月に東京電力㈱が，同社として初めて他社の導管を利

用した大口供給を開始している。 

また，電力会社は，自社のＬＮＧ基地の近傍で自営導管を使って大口供給や一

般ガス事業者に対して卸供給を行っており，例えば，卸供給では，東京電力㈱は

大多喜ガス㈱に，中国電力㈱は山口合同ガス㈱に，九州電力㈱は子会社の北九州

エル・エヌジー㈱を通じて西部ガス㈱に供給している。 
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（図表２－２－１） 平成１４年度事業者別ＬＮＧ輸入量 

68.8%

29.2%

2.0%

電力会社 一般ガス事業者 その他

 

ガス事業便覧（平成１５年版）より作成 

 

 

 

（図表２－２－２） ガス自由化の推移 

時期 
自由化対象範囲 

（年間契約数量） 
対象需要家 

需要家件数

（件） 

販売量 

（ｋｍ３／年） 

自由化

範囲 

（％） 

平成７年３月 ２００万ｍ３以上 大規模工場，大学病院 ７２４ ６，９４２ 約３６ 

平成１１年１１月 １００万ｍ３以上 
大規模商業施設，製造

業全般 
５８１ ８２６ 約４０ 

平成１６年４月 ５０万ｍ３以上 
大規模病院，シティホ

テル，化学・金属工業 
１，０３９ ７５６ 約４４ 

※数値は需要家件数上位１０社の平成１２年度のもの。１０社とは，東京ガス㈱，大阪ガス㈱，東邦ガス㈱，

西部ガス㈱，京葉ガス㈱，北海道ガス㈱，広島ガス㈱，仙台市ガス局，北陸ガス㈱，静岡ガス㈱。 

 自由化範囲は販売量ベースの累計 

経済産業省ＨＰより作成 
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（図表２－２－３） 新規参入者（平成１６年１１月１日時点） 

 区分 事業者名 大口供給件数 出資者 

１ 

ガス導管

事業者 

帝国石油㈱ ３ ― 

２ 東北天然ガス㈱ ３ 東北電力㈱，石油資源開発㈱ 

３ 石油資源開発㈱ ５ ― 

４ エアウォーター㈱ ５ ― 

５ 東京電力㈱ １ ― 

６ 中部電力㈱ ５ ― 

７ 

大口ガス

事業者 

新日本製鐵㈱ ２ ― 

８ 関西電力㈱ ２０ ― 

９ ㈱エネルギーアドバンス ３ 東京ガス㈱ 

10 三菱商事㈱ ２ ― 

11 岩谷産業㈱ １ ― 

12 ネクストエネルギー㈱ １ 帝国石油㈱，新日本石油㈱，新日本石油ガ

ス㈱ 

13 新日本石油㈱ １ ― 

14 ㈱ニジオ １ 東京ガス㈱，シェルガスＢ．Ｖ． 

15 三井物産㈱ ２ ― 

経済産業省ＨＰ等より作成 
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 ３ 電気通信事業分野 

 ここでは，相互参入という観点から，電気通信事業分野のうち電力会社の参入が

行われているＦＴＴＨ及び固定電話についてみることとする。 

 

（１）ＦＴＴＨ市場 

   ア ＦＴＴＨ市場の概要 

  ＦＴＴＨは，事業者自らが敷設した光ファイバ設備を利用し，又はＮＴＴ東

西，電力会社等が保有する光ファイバ設備を使用して提供されるサービスで，

建築物の構造的な問題から，光ファイバケーブルの設置方法，機器等が異なる

ため，戸建住宅向けと集合住宅向けとでは，サービス提供形態，料金体系等が

異なっている。 

ＦＴＴＨは，ブロードバンドサービス全体の契約回線数が約１７６３万回線

となっている中で，近年サービスが開始されたばかりであることから約２０３

万回線（平成１６年９月末時点）とその中での割合は低いが，事業者の積極的

な営業展開と料金の低下から，月次の純増数は着実に増加しているところであ

る（図表２－３－１）。 

 

   イ 参入の状況 

ＦＴＴＨを提供する主な事業者としては，ＮＴＴ東西，㈱有線ブロードネッ

トワークス，電力会社系，ＫＤＤＩ㈱等があり，ソフトバンクＢＢ㈱も参入し

たところである。 

これらのうち，ＮＴＴ東西には，電気通信事業法上保有する光ファイバ設備

の開放義務が課せられており，電力会社系の事業者以外は，ほとんどがＮＴＴ

東西の光ファイバ設備を借りてサービスを提供している。光ファイバ設備保有

の有無で参入状況をみると，自ら光ファイバ設備を敷設してＦＴＴＨを提供し

ている事業者は，戸建住宅向けにも集合住宅向けにもサービスを提供している

が，他の事業者の設備を借りている事業者はほとんどが集合住宅向け中心にサ

ービスを提供している。 

ＦＴＴＨ事業者ごとの市場シェアを契約回線数でみると，平成１６年９月末

時点でＮＴＴ東西が５９．８％，電力会社系が１３．４％，㈱有線ブロードネ

ットワークスが９．５％となっている（図表２－３－２）。 

 

   ウ 料金 

  ＦＴＴＨは，これまで，料金水準がＡＤＳＬに比べて高かった点が，普及が

伸び悩む原因の一つとされていたが，平成１６年７月に㈱有線ブロードネット

ワークスが集合住宅向けでインターネットサービスプロバイダ料金込み月額
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２，９８０円の業界最安値となるメニューの提供を開始するなど，ＡＤＳＬと

遜色ない料金水準のサービスも出てきている。 

また，集合住宅向けに比べて，参入事業者も少なく，料金水準も高かった戸

建住宅向けサービスにおいても，平成１６年９月から㈱ケイ・オプティコムが

戸建住宅向けの最安値となる月額５，０００円（２年以上契約では４，９００

円）のメニューの提供を開始するなど料金競争は活発化してきている（図表２

－３－３）。 

 

   エ 相互参入の状況 

  電力会社のＦＴＴＨへの参入は，東京電力㈱及び中部電力㈱が本体で，その

他，関西電力㈱，中国電力㈱，四国電力㈱，九州電力㈱，沖縄電力㈱は関連会

社を通じて行われており，そのうち東京電力㈱及び中部電力㈱については，電

気通信事業分野への参入に際し，条件が付されている。 

 

 



 29 

（図表２－３－１）ブロードバンド契約回線数の推移 
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総務省ＨＰより作成 

 

（図表２－３－２） 全国のＦＴＴＨ契約回線数シェアの推移 
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総務省ＨＰより作成 

 

 

 

 

（万回線） 
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（図表２－３－３） ＦＴＴＨ料金とＡＤＳＬ料金の表 

          単位：円 

業者名 
ＦＴＴＨ料金 

一戸建て 集合住宅 

ＮＴＴ系 
ＮＴＴ東日本（注２） ６，４０５ ３，５１７ 

ＮＴＴ西日本（注２） ６，１９５ ３，６７５ 

電力系 

東京電力㈱（注３） ６，９３０ ４，２５２ 

中部電力㈱ ６，０９０ ３，９９０ 

㈱ケイ・オプティコム（関西電力系） ５，０００ ３，６５４ 

㈱エネルギア・コミュニケーションズ（中国電力系） ５，５６５ ４，０６２ 

㈱ＳＴＮｅｔ（四国電力系） ５，９８５ ４，６２０ 

九州通信ネットワーク㈱（九州電力系） ５，７７５ ３，９９０ 

沖縄通信ネットワーク㈱（沖縄電力系） ５，６７０ ３，８８５ 

その他 
ＫＤＤＩ㈱ ― ４，０９５ 

㈱有線ブロードネットワークス ５，９８５ ２，９８０ 

（注１）ＩＳＰ料金込み（平成１６年１１月２２日時点） 

（注２）ＩＳＰはエキサイト 

（注３）ＩＳＰはＰＯＩＮＴ 

 

ＡＤＳＬ料金表（８Ｍ） 

 料金（円） 

ＮＴＴ東日本（注２） ３，８２２ 

ＮＴＴ西日本（注２） ３，９８０ 

㈱ケイ・オプティコム ３，９０１ 

ソフトバンク㈱ ３，２８２ 

（注１）ＩＳＰ料金込み（平成１６年１１月２２日時点） 

（注２）ＩＳＰはエキサイト 

（注３）㈱ケイ・オプティコムのみ１２Ｍ 

各社ＨＰ等より作成 
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（２）固定電話（加入電話）市場 

   ア 市場の概要 

固定電話（加入電話）の契約回線数は，平成８年度末の６１５３万回線から

平成１５年度末で５１５９万回線となっているが，その傾向をみると携帯電話

などの普及に伴い漸減傾向にあり，契約回線数の差は拡大している（図表２－

３－４）。 

 

   イ 参入状況 

  平成１６年６月末時点で固定電話（加入電話）市場に参入している事業者の

うち市内通話を提供しているマイライン事業者は１１事業者となっており，こ

のうち電力会社系は，東京電力㈱系の㈱パワードコムと九州電力㈱系の九州通

信ネットワーク㈱となっている。 

  マイライン事業者協議会が公表している市内通話の優先接続登録数による

と，平成１６年６月末で，東日本地区では，ＮＴＴ東日本が６９．７％，ＫＤ

ＤＩ㈱が１２．７％，㈱パワードコムが８．７％，日本テレコム㈱が６．１％

となっている。西日本地区では，ＮＴＴ西日本が７３．７％，ＫＤＤＩ㈱が１

３．８％，日本テレコム㈱が７．０％，九州通信ネットワーク㈱が２．８％と

なっており，東西両地区ともＮＴＴ東西が圧倒的なシェアを確保しており，近

年この傾向はほとんど変わっていない（図表２－３－５，２－３－６）。 

（注）平成１６年７月に㈱パワードコムの固定電話事業はフュージョン・コミ

ュニケーションズ㈱（㈱パワードコムの子会社）の固定電話事業に統合さ

れており，現在は，市内通話を提供しているマイライン事業者は１１事業

者から１０事業者となっている。 
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図表２－３－４ 加入電話契約数の推移 
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総務省ＨＰより作成 

 

（図表２－３－５）東日本エリアにおける主なマイライン事業者の市内通話の加入者数
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※㈱パワードコムの数値は平成１４年１２月まで東京通信ネットワーク㈱の数値を引用 

マイライン事業者協議会ＨＰより作成 

 

 

 

（万回線） 

（千回線） 
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（図表２－３－６）西日本エリアにおける主なマイライン事業者の市内通話の加入者数
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※電力系とは九州通信ネットワーク㈱及び㈱パワードコム 

※パワードコムの数値は平成１４年１２月まで東京通信ネットワーク㈱の数値を引用 

マイライン事業者協議会ＨＰより作成 

（千回線） 
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 ４ ３分野における既存事業者の経営規模等の比較 

（１）電力会社とガス会社の相互参入 

 電力会社とガス会社について，経営規模及びＬＮＧ設備保有の面から比較する

と，平成１５年度売上高では，東京電力㈱は東京ガス㈱の４．７倍，中部電力㈱

は東邦ガス㈱の７．６倍，関西電力㈱は大阪ガス㈱の３．３倍，中国電力㈱は広

島ガス㈱の２１．７倍，九州電力㈱は西部ガス㈱の１２．７倍となっており，電

力会社とガス会社の規模に大きな格差がある。 

他方，保有するＬＮＧ基地数でみると，共同保有も含めて電力会社とガス会社

はほぼ拮抗しているが，ＬＮＧ輸入量でみると，東京電力㈱は東京ガス㈱の２．

３倍，中部電力㈱は東邦ガス㈱の５．５倍，関西電力㈱は大阪ガス㈱の０．９倍，

中国電力㈱は広島ガス㈱の３.１倍，九州電力㈱は西部ガス㈱の７．３倍となっ

ており，電力会社の輸入量が多くなっている（図表２－４－１）。 

  このように，経営規模の面でもＬＮＧ輸入量等からみても，電力会社がガス会

社に比べて相互参入する上で優位性があると考えられるが，実際には，現時点で

積極的にガス事業に参入しているのは関西電力㈱のみであり，他の電力会社は自

社のＬＮＧ基地の近傍への小売及び卸売供給にとどまっている。しかしながら，

平成１６年１２月から東京電力㈱が，他社のガス導管を利用したガスの供給を開

始しており，今後は緩やかながら，電力会社による他社のガス導管を利用した参

入が進んでくることも考えられる。 

  一方，ガス会社の電気小売事業の参入についてみると，大阪ガス㈱が本体で参

入しているほか，㈱エネットへの出資を通じて東京ガス㈱，大阪ガス㈱が参入し

ているが，それ以外のガス会社は参入していない。また，発電事業については，

ガス会社は発電燃料となるＬＮＧの基地を保有しているものの，東京ガス㈱，大

阪ガス㈱及び広島ガス㈱等の少数の事業者の参入にとどまっている。このように

ガス会社の電気事業への参入が進んでいないのは，電力会社との価格競争や託送

料金の水準の問題に加え，発電設備の設置などの参入コスト及び退出コストが多

額に上ること，電力会社との経営規模，営業基盤の格差が原因となっているので

はないかと考えられる。 

 

（２）電力会社とＮＴＴの相互参入 

  ＮＴＴ系（３社4）と電力会社系１２社5が保有する光ファイバ設備の敷設距離

                            
4 ＮＴＴ東日本，ＮＴＴ西日本，ＮＴＴコミュニケーションズ㈱ 
5 東京電力㈱，中部電力㈱，北海道総合通信網㈱，東北インテリジェント通信㈱，㈱パ

ワードコム，北陸通信ネットワーク㈱，中部テレコミュニケーション㈱，㈱ケイ・オプ

ティコム，㈱エネルギア・コミュニケーションズ，㈱ＳＴＮｅｔ，九州通信ネットワー

ク㈱，沖縄通信ネットワーク㈱ 
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について比較すると，加入者系及び中継系の光ファイバケーブル延長では前者が

３４万Ｋｍ，後者が２５万Ｋｍとなっており，芯線延長（ケーブル延長×光ファ

イバの芯線数）では，前者が３８７０万Ｋｍ，後者が１４４１万Ｋｍとなってい

る。 

（注） 電力会社は，もともと，送配電ネットワークの保安通信用の光ファイバ

設備を敷設しており，最近は，電気通信事業用としての光ファイバ設備を

敷設している。また，光ファイバ設備敷設に必要な電柱・管路を保有して

いる。 

また，平成１５年度の売上高でみると，東京電力㈱がＮＴＴ東日本の２．１倍，

関西電力㈱がＮＴＴ西日本の１．１倍と，経営規模についてはＮＴＴ系と互角か

それ以上となっている。 

このように，電力会社は，設備面でも経営規模面でも，電気通信事業への参入

に当たり優位性があると考えられるが，ＦＴＴＨ等のブロードバンド分野は，価

格面を初め，競争が極めて激しい状況にあるため，電力会社系が大きくシェアを

伸ばしている状況にはない。 

また，固定電話分野については，市場自体が漸減傾向にあり電力会社系がシェ

アを伸ばしている状況にもない。 

  ＮＴＴの電気事業への参入については，前述した子会社の㈱ＮＴＴファシリテ

ィーズが４０％出資する㈱エネットを通じて電気事業に参入しており，ＰＰＳの

中でのシェアは高いが，自由化市場におけるＰＰＳ全体のシェアは低い状況にあ

る。 
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（図表２－４－１）会社規模（電力系：ガス系） 

 北海道電力㈱ 北海道ガス㈱ 東北電力㈱ 仙台市ガス局 東京電力㈱ 東京ガス㈱ 

資本金（億円） 1,143 38 2,514 ― 6,764 1,418 

売上高（億円） 5,058 474 14,476 301 47,346 10,138 

経常利益（億円） 504 16 978 ― 3,045 1,159 

従業員数（人） 5,463 664 11,840 ― 36,568 8,753 

LNG輸入量（万ｔ） ― ― 403 15 1,599 702 

LNG基地数 
単独 ― ― 1(注 1) 1 2 １ 

共同 ― ― 2 

 

 中部電力㈱ 東邦ガス㈱ 北陸電力㈱ 北陸ガス㈱ 関西電力㈱ 大阪ガス㈱ 

資本金（億円） 3,745 331 1,176 24 4,893 1,322 

売上高（億円） 20,232 2,648 4,406 299 23,752 7,299 

経常利益（億円） 1,752 244 303 14 1,888 644 

従業員数（人） 16,652 3,540 4,521 400 21,031 7,081 

LNG輸入量（万ｔ） 885 160 ― ― 529 615 

LNG基地数 
単独 2 2 ― ― 1 3 

共同 2(注 2) ― ― 

 

 中国電力㈱ 広島ガス㈱ 四国電力㈱ 四国ガス㈱ 九州電力㈱ 西部ガス㈱ 

資本金（億円） 1,855 33 1,456 18 2,373 206 

売上高（億円） 9,128   421 5,120 210 13,183 1,035 

経常利益（億円） 612 28 379 18 1,079 34 

従業員数（人） 9,719 708 4,872 524 12,805 1,778 

LNG輸入量（万ｔ） 123 40(注 3) ― ― 261 36 

LNG基地数 
単独 1 1 ― ― 2(注 4･5) 2 

共同 ― ― ― 

(注 1)所有主体は日本海エル・エヌ・ジー㈱（東北電力㈱等が出資） 

(注 2)うち１基は，所有主体は知多エル・エヌ・ジー㈱（中部電力㈱，東邦ガス㈱が出資） 

(注 3)日本ガス㈱，大阪ガス㈱と共同  

(注 4)所有主体は北九州エル・エヌ・ジー㈱（九州電力㈱，新日本製鐵㈱が出資） 

(注 5)所有主体は大分エル・エヌ・ジー㈱（九州電力㈱，九州石油㈱，大分ガス㈱が出資） 

有価証券報告書(平成 15年度)，電気事業便覧（平成 16年版），ガス事業便覧（平成 15年版），経済産業省ＨＰ等より作成 
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会社規模（電力系：ＮＴＴ） 

 

東京電力㈱ 関西電力㈱ NTT東日本 NTT西日本 

NTTコミ

ュニケー

ションズ 

NTTドコモ NTTデータ 

資本金（億円） 6,764 4，893 3,350 3,120 2,117 9,497 1,425 

売上高（億円） 47,346 23,752 22,672 21,688 11,066 26,332 7,507 

経常利益（億円） 3,045 1,888 979 906 1,130 5,335 404 

従業員数（人） 36,568 21,031 14,900 13,750 7,700 5,876 7,232 

FTTH 契約回線数

シェア（%） 
13.4 31.1 28.7    

光ファイバケー

ブルの敷設状況

（中継線＋加入

者系）ケーブル延

長（万ｋｍ） 

25 34   

光ファイバケー

ブルの敷設状況

（中継線＋加入

者系）芯線延長

（万ｋｍ） 

1,441 3,870   

マイラインシェ

ア（%） 
5.8(注 3) 69.7 73.7 54.3   

(注 1)電力会社の欄は電力会社系の会社の合計値。総務省ＨＰより作成（平成 16年 9月時点）。 

(注 2)シェアは市内通話のもの。ただし，NTT 東日本及び NTT 西日本については，それぞれ東日本地域，西

日本地域のシェア。また，NTT コミュニケーションズは県外通話のシェア。マイライン事業者協議会

ＨＰより作成（平成 16年 6月末）。 

(注 3)㈱パワードコム及び九州通信ネットワーク㈱の合計値。マイライン事業者協議会ＨＰより作成（平成

16年 6月末）。 

 

(注 1) 
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（（図表２－４－２）主要事業者の相互参入状況 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京電力㈱ 

 

 

 

社内カンパニー 

電気通信事業分野 

ガス事業分野 

電気通信事業分野 

㈱パワードコム 

フュージョン・コミュニケ

ーションズ㈱ 

エネルギー関連 

日本ファシリティーズ・ソリューション㈱（ESCO事業） 

 

大口ガス事業 

㈱ケイ・オプティコム 関電ガス・アンド・コージェネレーション㈱ 

（ガス販売代行，CGS販売，ESCO事業） 

 

関西電力㈱ 

ガス事業分野（社内） 

電気通信事業分野 エネルギー関連 

ガスカンパニー 

 

光ネットカンパニー 

 

マイエナジー㈱（オンサイトエネルギーサービス事業） 
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電気事業分野 

㈱エネット 

エネルギー関連 

㈱エネルギーアドバンス（オンサイトエネルギーサービス事業） 

 
電気事業分野 

㈱エネット 

エネルギー関連 

㈱コージェネテクノサービス（CGS販売） 

㈱ガスアンドパワー（ESCO事業） 

 

電気事業分野 

㈱エネット 

電気通信事業分野 

ＮＴＴ西日本 

ＮＴＴ東日本 

ＮＴＴコミュニケーションズ㈱ 

㈱ＮＴＴデータ 

 

東京ガス㈱ 

 

大阪ガス 

電気事業分野（社内） 

特定規模電気事業 

 

ＮＴＴ 

㈱ＮＴＴファシリティーズ 

㈱ＮＴＴドコモ 

※各社ＨＰ，有価証券報告書（平成 15年度）より作成。 
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（図表２－４－３）公益事業分野の相互参入状況等 

 
電力 ガス（導管を利用して供給するもの） 

電気通信 

ＦＴＴＨ 固定電話 

新
規
参
入
の
状
況 

・ＰＰＳの届出を行っているのは１６事業

者で（平成１６年１１月時点），自由化分野

に占めるシェア１．８％（平成１５年度）。 

・他の公益事業分野からは，大阪ガス㈱及

び㈱エネット（㈱ＮＴＴファシリティーズ，

東京ガス㈱，大阪ガス㈱が出資）。 

・東京ガス㈱，大阪ガス㈱，広島ガス㈱等

が本体又は子会社を通じてＰＰＳに対して

卸供給を行っている。 

・新規参入業者は１５事業者で（平成１６

年１１月時点），このうち他社の導管を利用

して大口供給を行っているのは，実質的に

は関西電力㈱のみである（平成１６年１２

月から，東京電力㈱が他社の導管を利用し

たガスの小売を開始。）。 

・電力会社は，自社のＬＮＧ基地の近傍の

一般ガス事業者に対して卸供給を行ってい

る。 

・ＮＴＴ東西，電力会社系，㈱有線ブ

ロードネットワークス，ＫＤＤＩ㈱等

が参入。 

・電気事業分野からは７事業者が参

入。このうち，東京電力㈱，中部電力

㈱は本体で参入。 

・市内通話を提供しているマイライン

事業者は１１事業者（平成１６年６月

時点）。 

・電気事業分野からは，㈱パワードコ

ム（東京電力子会社），九州通信ネッ

トワーク㈱（九州電力子会社）が参入。 

（注）平成１６年７月に㈱パワードコ

ムの固定電話事業はフュージョン・コ

ミュニケーションズ㈱（㈱パワードコ

ム子会社）の固定電話事業に統合され

ており，現在，市内通話を提供してい

るマイライン事業者は１１事業者か

ら１０事業者となっている。 

他
公
益
事
業
分
野
か
ら
参
入
す
る
上

で
の
優
位
性 

【ガス】 

 火力発電の燃料となるＬＮＧを調達して

いる。 

 

 

【電力】 

 火力発電の燃料として使用しているＬＮ

Ｇを調達しているため，ＬＮＧ基地及び同

基地付近に導管を保有している。 

 

 

【電力】 

 光ファイバ網を保有している。 

 光ファイバ敷設のために必要な電

柱・管路を保有している。 

 

 

 

 

 

 

 

40 
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第３ 相互参入における独占禁止法上の問題点及び考え方 

１ 相互参入のメリット等 

（１）公益事業分野における規制改革の進展 

電気，ガス，電気通信事業分野は，かつて，それぞれ既存事業者の独占が認め

られており，料金も認可又は法定されていたが，電気通信事業分野は昭和６０年

から，ガス事業分野については平成７年から，電気事業分野については平成１２

年から参入自由化が始まり，それぞれ異なる時期に参入自由化がスタートした。 

また，電気通信事業分野は完全な参入自由化が図られているのに対し，電気及

びガス事業分野については，部分的な自由化であり，引き続き制度上自由化され

ていない分野が残っている。 

実態としても，上記のとおり参入自由化のスタート時期が異なることから，そ

れぞれの分野における競争の進展度合いが異なっている。電気通信事業分野は，

電気及びガス事業分野に比べて，有力な事業者が参入しており，特にブロードバ

ンドサービス分野においては激しい競争が行われているのに対し，電気及びガス

事業分野については，必ずしも活発な競争が行われているとはいえない状況にあ

る。 

したがって，公益事業分野における相互参入に関する独占禁止法上の考え方を

検討するに当たって，従来からの業務の規制改革の程度及び競争状況を踏まえた

上で，新たに参入が行われた分野での独占禁止法の適用を考えていくべきである。 

 

（２）相互参入するメリット 

電力会社については，その地域における電気市場において，ほぼ独占に近いシ

ェアを有しているだけでなく，その経営規模はＮＴＴと比較しても相当大きく，

また，既にＬＮＧ設備や光ファイバ設備を保有していることから，ガス，電気通

信事業分野に参入する上で優位性があると考えられる。 

また，ガス会社については，発電燃料となるＬＮＧの設備を保有していること

から，発電事業に参入しやすい状況にあると考えられる。 

ＮＴＴについては，特に電気事業に直結する設備を有しているわけではないが，

グループ全体での経営規模は大きく，また，グループ全体が電気の大口需要家で

あるほか，通信ノウハウを電気事業にいかせるメリットがあると考えられる。 

この中では，他の事業分野への参入に当たって，電力会社の有する優位性が，

他の事業会社と比較した場合，①ＬＮＧ輸入量自体がガス会社より多いこと，②

電力会社全体の光ファイバの敷設距離は，ＮＴＴより見劣りするものの，他の電

気通信事業への参入者と比較すると圧倒的な規模を有すること等から，最も大き

なものと考えられる。 
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（３）経営規模の違い 

 電力会社とガス会社について，経営規模の面から比較すると，平成１５年度売

上高では，東京電力㈱は東京ガス㈱の４．７倍，中部電力㈱は東邦ガス㈱の７．

６倍，関西電力㈱は大阪ガス㈱の３．３倍，中国電力㈱は広島ガス㈱の２１．７

倍，九州電力㈱は西部ガス㈱の１２．７倍となっており，電力会社とガス会社の

規模に大きな格差がある。また，電力会社とＮＴＴ東西を比較した場合，平成１

５年度の売上高でみると，東京電力㈱がＮＴＴ東日本の２．１倍，関西電力㈱が

ＮＴＴ西日本の１．１倍と，経営規模についてはＮＴＴ系と互角かそれ以上とな

っている。 

 

２ これまでの相互参入に対する考え方 

（１）現行ガイドラインにおける考え方 

  公益事業分野については，現在，「適正な電力取引についての指針」，「適正な

ガス取引についての指針」及び「電気通信事業分野における競争の促進に関する

指針」が定められており，これらについては，それぞれの事業分野において事業

活動を行う上で必要なネットワークを独占している既存事業者が，それを活用し

て新規参入者に対して行う独占禁止法上問題となる行為が記述されている。 

  この中で，相互参入という観点から問題となる事項については，「適正なガス

取引についての指針」において，「他の事業分野において独占的な地位を有する

事業者が，当該他の事業分野の取引における独占力を利用して，不当に，需要家

に対して利益又は不利益の提供を示唆すること又は実行することにより，ガス市

場における取引を自己に有利なものとすることは，他のガス事業者の事業活動を

困難にさせるおそれがあることから，独占禁止法上違法となるおそれがある（不

当な利益による顧客誘引，取引強制等）。」と記述されている。 

 

（２）電気通信事業参入に当たって付された許可条件についての考え方 

電力会社が本体で電気通信事業に参入する際に，前述のとおり，公正競争確保

の観点から次のような許可条件が付されている。 

    Ａ 電柱等の公平利用 

Ｂ 電柱等貸与部門の情報の他部門への提供禁止 

Ｃ 電気事業の営業基盤の排他的活用の禁止 

Ｄ 電柱等の貸与の状況の公表 

Ｅ 電気事業部門と電気通信事業部門の組織等の分離 

Ｆ 電気事業部門と電気通信事業部門の会計整理 

  なお，この許可の条件を付すに当たって，総務省の情報通信審議会に諮問され

答申を得ているが，それによると，電力会社固有の事情として，①電力会社が保
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有する電柱等は事実上ボトルネック性を有する設備であること，②電力会社は電

気事業分野において独占的な地位を有することを挙げた上，公正競争を法的に担

保し利用者利益を保護するため許可に条件を付すのが適当であるとしている。  

このように参入に当たって条件を付すことは，電気通信事業分野における競争

を活発化させる観点からは必要最小限のものにとどめる必要があり，そのことは

電気通信事業法第１６３条第２項にも記述されているところである。 

また，上記のような電力会社固有の事情が存在することから，公正な競争を担

保する必要性は認められるが，他方，事前にどのような規制を行うかは，①電気

通信事業の市場に独占事業者であった既存事業者が存在していること，②電気市

場における規制改革が進展していること，③公正かつ自由な競争を担保するため

の法規制として独占禁止法が存在すること，④電力会社本体での参入と子会社で

の参入で条件面に差異があること等を踏まえて，過剰な規制とならないように定

められるべきものと考えられる。 

現在の規制についてみてみると，①電柱等のボトルネック設備に関する規制，

②それ以外の一般的な営業基盤に関する規制，③組織の分離に関する規制，④会

計整理に関する規制が事前に条件として付されている。電柱等ボトルネック設備

に関する規制については，その利用を拒絶することにより他の事業者の事業活動

が困難になることから，①及び③のうちボトルネック設備に関する規制は，公正

競争確保の観点から一定の合理性があると考えられる。また，④の会計整理に関

する規制については，公正競争確保の観点からみても一定の合理性があると考え

られる。しかしながら，それ以外の規制については，原則として，後述のとおり

競争を阻害する行為があれば，事後的に当該行為を排除することで対応できるも

のと考えられる。 

したがって，今後の電気通信市場及び電気市場における競争状況の変化に応じ

て，これらの条件について見直しを行っていく必要があると考えられる。 

   （注） 電気通信事業法第１６３条第２項  

「前項の条件は，登録，認可，許可若しくは認定の趣旨に照らして，又

は登録，認可，許可若しくは認定に係る事項の確実な実施を図るため必

要最小限度のものに限り，かつ，当該登録，認可，許可又は認定を受け

る者に不当な義務を課することとなるものであつてはならない。」 

        なお，許可条件に違反した場合であって公共の利益を阻害すると認め

られる場合には，電気通信事業法第１４条第１項第１号の規定に基づき，

登録の取消しが行われるものとされている。 

 

３ 検討すべき事項 

これまで述べてきたとおり，電力会社及びガス会社は，それぞれの供給区域にお
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いて規制で独占が認められた分野を抱えているほか，自由化された分野においても

引き続き圧倒的なシェアを有している状況にある。また，電気通信事業分野におい

ては他の分野に比べて多くの事業者が参入していることから一部サービスにおい

てはＮＴＴ東西に対抗し得る事業者が現れてきているものの，引き続き多くのサー

ビスにおいてＮＴＴ東西が高いシェアを有している状況にある。 

このような状況を踏まえると，公益事業分野における相互参入において独占禁止

法上検討すべき事項として，「参入に当たり他の事業分野における独占力を活用す

ること」が考えられ，これはアメリカやＥＵなどで「独占のてこ」と呼ばれる問題

と共通するものである。「独占のてこ」とは，一つの市場で市場支配力を有する事

業者が，その市場支配力をてことし得る一定の関連市場において，その市場支配力

を利用して勢力を拡大することとされている。このような観点から，公益事業分野

の相互参入の独占禁止法上の問題行為を整理すると，以下の事項が考えられる。 

①独占分野の独占力を活用した不当な利益による顧客誘引及び取引強制等 

②独占分野からの内部補助による不当廉売 

③独占分野の営業基盤を活用した他の事業分野での営業活動等 

④独占分野の購買力を活用した他の事業分野における営業活動等 

⑤独占分野で取得した情報の他の事業分野での利用 

（注） 欧米での「独占のてこ」の事例とされる有名な判例として，ＩＢＭ事件（IBM 

v. United States, 298 US 131(1936)），ヒルティ事件（Hilty v.Commission 

1991 Ⅱ ECR1439）等の抱き合わせ販売事件などがある。ＩＢＭ事件は，ＩＢ

Ｍが，特許権を有する電算機の賃貸契約において，賃借者に対し同社の販売

するパンチカードのみを使用することを義務付けたことが問題とされた事例

である。また，ヒルティ事件は，ヒルティ社（ヨーロッパ最大のネイルガン

の販売事業者）が，同社のネイルガンのカートリッジと釘を抱き合わせて販

売していたことが問題となった事例である。 

このような「独占のてこ」が生じる問題を考えるに当たり，公益事業分野の相互

参入の場合，新規参入者はそれぞれ従来の事業分野では独占的地位を有しているこ

とに留意する必要があると考えられる。 

なお，いわゆる「独占のてこ」の問題以外に，それぞれ公益事業においてはボト

ルネック設備（ネットワーク設備）が既存事業者によって独占的に保有されており，

この観点からネットワーク設備の利用に係る取引拒絶，差別的取扱い等が独占禁止

法上問題となることに留意する必要がある。 

 

（１）独占分野の独占力を活用した不当な利益による顧客誘引及び取引強制等 

 我が国における公益事業分野の相互参入を念頭においた場合，電力会社がガス

事業分野に参入する場合においては，例えば，①自己のガスの購入者に限って電
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気の料金を割り引くなど，通常は提供されない利益を提供するケースあるいは，

②ガスを購入しなければ電気の取引で不利益を与えるとして自己のガスの購入

を余儀なくさせるケースが主要なものとして考えられる。 

①については，電力会社が，電力市場を地域的にほぼ独占している状況を踏ま

えると，ガスの販売に当たって電気料金の割引が不当な利益に当たる場合には，

不公正な取引方法のうちの不当な利益による顧客誘引に該当する可能性が高い。

また，②については，電力市場の独占力を利用して需要家に強制力を働かせる行

為と考えられることから，不公正な取引方法のうちの取引強制に該当する可能性

が高い。 

 また，電力会社が電気通信事業分野に参入した場合も，上記①，②と同様のケ

ースが生じる可能性が高いと想定され，そのような場合も同様に，不当な利益に

よる顧客誘引又は取引強制として問題となると考えられる。なお，ガス会社又は

電気通信事業者が電気事業分野に参入した場合も，仮に上記①，②と同様のケー

スが生じる場合には，同様に考えられる。 

（注） 我が国における事例として，マイクロソフト社が，同社の表計算ソフト

ウェアをパソコンの製造販売業者に販売するに際して，同社のワードプロ

セッサ用ソフトウェアを併せて販売した事例（平成１０年１２月１４日審

決）があり，この事例も一種の「独占のてこ」が問題となった事例と考え

られるが，不公正な取引方法のうち抱き合わせ販売に当たるとされた。 

 

（２）独占分野からの内部補助による不当廉売 

一般的に複数の事業を行っている事業者が，一つの部門の利益を他部門に利用

することは，自由であると考えられる。しかしながら，ある部門において他の部

門の利益を投入しなければ販売を継続することができないようなコストを下回

る低価格を設定することによって競争者の顧客を獲得するというような手段は

正常な競争手段とはいえず，独占禁止法上の問題（不当廉売）が生じる。 

公益事業分野の独占事業者が他の公益事業分野に新規参入した場合，独占分野

の利益を新規参入分野に投入し，新規参入分野での事業を有利に展開しようとす

ることが行われやすいと考えられるが，このような場合も，一般的な場合と全く

同様に考えることができる。すなわち，独占分野での利益を活用し，新規参入分

野において継続的にコスト割れの料金で，商品・サービスを提供し，他の事業者

の事業活動を困難にさせるおそれがある場合には，原則として独占禁止法上の問

題（不当廉売）が生じるものと考えられる。 

したがって，不当廉売が行われているかどうかは，すべての部門の収支を一括

して計算すると明確にならないので，独占分野とそれ以外の分野について，適切

な会計分離が行われる必要があると考えられる。 
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なお，例えば，電気通信事業分野においては，価格競争が相当程度行われてい

るため，他事業分野からの新規参入者は当初大幅な赤字が生じやすいと考えられ

るが，価格設定がコスト割れであっても，電気通信事業分野の他の事業者の事業

活動が困難となるおそれがない場合又は他の事業者を市場から排除することに

ならない場合には，原則として独占禁止法上の問題は生じないものと考えられる。 

（注） 海外で，制度上，独占が認められた市場の収益を競争市場において活用

する内部補助が問題とされた事例としてＥＣ委員会でのドイツポスト事

件（２００１年３月）がある。 

この事件では，ドイツポストは法的に独占が認められた市場（郵便市場）

における収益の内部補助によって競争市場（業務用小包市場）で略奪的価

格設定を行っていたと認定され支配的地位の濫用行為としてＥＣ条約８

２条違反とされた。 

 

（３）独占分野の営業基盤を活用した他の事業分野での営業活動等 

 公益事業分野において独占力を有する事業者が，参入した他の事業分野におい

て独占力を有する事業分野の営業基盤を活用することが，独占禁止法上問題とな

るかがここでの論点となる。 

 一般的に独占力を有する事業者が，独占分野の営業人員等の営業基盤を，他の

事業分野で活用すること自体は独占禁止法上問題はないと考えられるが，その営

業基盤が過去において制度上独占が保証されていたものに基づく場合は，一定の

限定が必要になってくるのではないかとも考えられる。総務省の許可に当たって

の条件は，このような考え方に基づき独占分野の営業基盤を活用することを認め

つつ，競争者にも合理的な条件で使用させるべきであるという立場にあると考え

られる。 

しかしながら，営業基盤は通常ボトルネック性を有しないものと考えられるこ

と，公益事業分野においては，それぞれ独占的な地位にある有力事業者が存在し，

既存事業者も有力な営業基盤を有していること等を踏まえると，必ずしも，独占

分野の営業基盤について自由に活用することが，直ちに独占禁止法上問題になる

とは考えにくい。ただし，個別のケースで，その利用を拒絶することや排他的利

用等が，公正競争阻害性を有している場合には，不公正な取引方法の取引拒絶等

に該当することもあり得るものと考えられる。 

また，実際の競争の状況をみると，電気・ガス・電気通信事業分野においては，

既存の電力会社，ガス会社，ＮＴＴ東西がそれぞれ多くの営業人員等の営業基盤

を有しているほか，それぞれの分野における参入者の市場シェアが低い状況にあ

る。したがって，競争政策の観点からは，新規参入した事業者がその営業人員等

の活用を自由に行い，競争が活発化することが望ましいと考えられ，また，競争



 

 47 

を阻害する行為があれば，事後的に当該行為を排除することで対応できるものと

考えられる。 

 

（４）独占分野における購買力を活用した他の事業分野における営業活動等 

 公益事業分野のある分野において独占力を有する事業者が，他の事業分野にお

いて，独占分野における資材等の購買先に対して，単に自己のサービスの購入を

要請すること自体は，独占禁止法上問題となることはないが，独占分野の購買力

を活用して他の分野におけるサービスの購入を事実上余儀なくさせる場合には，

不公正な取引方法の取引強制あるいは拘束条件付取引として独占禁止法上問題

となる。 

（注） 「適正な電力取引についての指針」には独占分野における購買力の活用

について次のように記述されており，購買力を活用して需要家に対して新

規参入者との取引を断念させたりした場合は独占禁止法上問題となるお

それがあるとしている。 

（物品購入・役務取引の停止） 

  電力会社が，物品・役務について継続的な取引関係にある需要家（例

えば，発電設備，送電設備等電気事業に不可欠なインフラ設備の販売事

業者）に対して，新規参入者から電力の供給を受け，又は新規参入者に

対して余剰電力を供給するならば，当該物品の購入や役務の取引を打ち

切る若しくは打切りを示唆すること，又は購入数量等を削減する若しく

はそのような削減を示唆することは，当該需要家が新規参入者との取引

を断念せざるを得なくさせるものであることから，独占禁止法上違法と

なるおそれがある（排他条件付取引等）。 

  また，電力会社が，物品の購入や役務の取引について継続的な取引関

係にある事業者であって，新規参入者に影響力を有する者（例えば，新

規参入者と資本関係を有する者，新規参入者と取引している金融機関等）

に対して，物品の購入や役務の取引を打ち切り，又は購入数量を削減す

ること又は削減することを示唆することにより，新規参入者に影響力を

有する者を通じて，新規参入者の事業活動を拘束することも独占禁止法

上違法となるおそれがある（取引妨害等）。 

 

（５）独占分野で取得した情報の他の事業分野での利用 

一般的に，事業者がある部門の情報を他の部門に利用することは，個人情報保

護の観点は別にして，直ちに独占禁止法上問題となることはないと考えられる。

ただし，制度上独占となっている部門の情報について，他部門に利用することは，

競争者が利用できない情報であることから，その利用によって競争制限効果を持
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つ場合には独占禁止法上問題となる可能性が高い。 

この考え方は，「適正な電力取引についての指針」において，電力会社がネッ

トワーク部門で得た情報を他の部門の事業活動に利用することは，新規参入者の

事業活動を困難にさせるおそれがあることから，独占禁止法上問題となるおそれ

があるとしている（取引妨害等）。 

また，各事業法においても，ネットワーク設備を保有している公益事業分野の

既存事業者が，ネットワーク部門の情報を営業部門で活用することについては，

情報の目的外利用として禁止されている。 

なお，電力会社が本体で電気通信事業に参入する際に付された条件においては

「電気通信事業部門と電柱等貸与部門を含む電気事業部門との間において，組織，

執務室の場所の分離，顧客データベースの管理等ファイアーウォールについて具

体的措置を講じ，その内容を速やかに報告した上で，その概要を公表すること」

とされており，いわゆるボトルネック的性格を有する電柱等の貸与部門を含めた

電気事業全般について，電気通信事業部門との分離を組織的，物理的に求めてい

る。 

 

４ 今後の対応 

   公益事業分野については，競争状況が日々変化していること，あるいは，自由化

されて間もないことなどを踏まえると，今後とも競争の実態をよく見極めた上，独

占禁止法違反となる行為類型を考えていく必要がある。特に相互参入については，

元来，既存事業者として独占的地位にあった市場と新規参入した市場の双方につい

て競争実態の把握に努め，独占禁止法上の考え方の明確化を図ることにより，公正

かつ自由な競争の促進に努めてまいりたい。 

 

電力量 

（ｋＷｈ） 

６００ 
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